
○組織の骨格及び人員構成案
①機構本部の内部組織 　　　　※（　　）内「Ｇ」はグループ

　

研修センター部（管理Ｇ、研修Ｇ）
会計部（出納Ｇ、管財Ｇ）

（注）人員構成には、正規職員に加えて地域限定期限付職員（仮称）(機構設立後の人員削減計画を踏まえ、あらかじめ社会保険庁の常勤職員を有期雇用化する職員)を含む。

理　　事
(システム管理部門担当)

障害年金業務部（障害年金１～２Ｇ）

監査部（監査企画Ｇ、本部監査Ｇ、監査１～９Ｇ）

400人程度

１30人程度

ｼｽﾃﾑ企画部（制度改正ｼｽﾃﾑ企画Ｇ、業務改善ｼｽﾃﾑ企画Ｇ、業務支援ｼｽﾃﾑ企画Ｇ）

ｼｽﾃﾑ開発部（年金給付ｼｽﾃﾑ開発1～３Ｇ、記録管理ｼｽﾃﾑ開発1～３Ｇ、業務支援ｼｽﾃﾑ開発G）

理　　事
（事業管理部門担当）

理　　事
（事業企画部門担当）

事業企画部（事業企画Ｇ、事業統計Ｇ、国際事業Ｇ）

品質管理部（品質管理Ｇ、外部委託管理Ｇ）

記録問題対策部（記録問題対策Ｇ、記録整備事業Ｇ）

厚生年金保険部（適用企画指導Ｇ、徴収企画指導Ｇ）

サービス推進部（サービス推進Ｇ、業務改善Ｇ、お客様相談室Ｇ）

理 事 長

理　　事
(人事・会計部門担当)

副理事長
(統括管理部門担当)

人事管理部（人事Ｇ、人事評価Ｇ、採用・育成Ｇ）
労務管理部（労務管理Ｇ、安全衛生・厚生Ｇ、給与Ｇ）

監事室

国民年金部（適用収納企画指導Ｇ、強制徴収企画指導Ｇ）

年金給付部（給付企画Ｇ、給付指導Ｇ）

経営企画部（経営企画Ｇ、総合調整Ｇ、広報Ｇ）

年金相談部（相談企画Ｇ、相談指導Ｇ、第１ｺｰﾙｾﾝﾀｰＧ、第２ｺｰﾙｾﾝﾀｰＧ、第３ｺｰﾙｾﾝﾀｰＧ）

リスク・コンプライアンス部（コンプライアンス・法務Ｇ、リスク管理Ｇ）
総務部（総務Ｇ、個人情報保護Ｇ、情報公開Ｇ）

予算管理部（予算管理１～２Ｇ）
調達部（調達１～２Ｇ）

200人程度

ｼｽﾃﾑ統括部（IT・ｼｽﾃﾑ統括Ｇ、ｼｽﾃﾑ刷新企画G、ｼｽﾃﾑ刷新開発G）

理　　事
(南関東ブロック本部長)

40人程度

100人程度

110人程度

70人程度

理　　事
(全国一括業務部門担当)

業務管理部（業務管理Ｇ、業務調整Ｇ）
記録管理部（記録管理Ｇ、記録業務Ｇ、記録提供Ｇ）

理　　事
(近畿ブロック本部長)

監　事
（２）

非常勤理事
（４）

ｼｽﾃﾑ運用部（ｼｽﾃﾑ設備運用Ｇ、年金給付ｼｽﾃﾑ運用G、記録管理ｼｽﾃﾑ運用G）

支払業務部（支払１～１２Ｇ）
業務部（債権整理・調査Ｇ、渉外業務Ｇ）

理事長、副理事長、常勤理事（７）、監事（２）　　　　２８部・室　９１グループ　　　　　   　　合計：１０６０人程度
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本部監査部監査スタッフ（地方ブロック本部駐在）

　　○地方ブロック本部の配置案（管下の事業規模や地域性等を勘案して、９カ所の地方ブロック本部を配置）
   　　※（　　）内は管轄区域。アンダーラインの都道府県はブロック本部の所在地を示す。
　　　①北海道ブロック本部（北海道）、②東北ブロック本部（宮城、青森、岩手、秋田、山形、福島）、③北関東・信越ブロック本部（埼玉、茨城、栃木、群馬、新潟、長野）

　　　④南関東ブロック本部（東京、千葉、神奈川、山梨）、⑤中部ブロック本部（愛知、富山、石川、岐阜、静岡、三重）

　　　⑥近畿ブロック本部（大阪、福井、滋賀、京都、兵庫、奈良、和歌山）、⑦中国ブロック本部（広島、鳥取、島根、岡山、山口）

　　　⑧四国ブロック本部（香川、徳島、愛媛、高知）、⑨九州ブロック本部（福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄）

　　○機構設立時における事務センターは、都道府県単位に４７ヶ所設置するが、その後の刷新システムの稼働後２年以内に順次ブロック単位に集約する予定。

80人程度

事務センター平均

65人程度

20人程度

35人程度

 ②地方ブロック本部（標準的なブロック本部）の内部組織

ブロック本部合計

※部の編成は、ブロック本部の規模により相違する。

25人程度理事長
ブロック
本部長

管　理　部

適用・徴収支援部

相談・給付支援部

・
・
・
・

◆ブロック内の組織・業務の総合的管理
◆年金記録問題の総合的進捗管理・調整
◆コンプライアンス・リスク対策の徹底
◆地域的会計事務
◆一般職群の人事異動、労務管理

◆相談・給付業務の事務所指導・支援
◆年金教育の実施
◆地域の関係機関等との協力・連携

◆各業務の目標設定・進捗管理
◆適用・徴収の困難事案に対する事務所支援
◆業務マニュアルに基づく業務の指導・徹底

◆対面を要しない業務の効率的な実施
◆届書等の審査・入力・決定等の事務、
　通知等の交付事務
◆委託業務の業務内容の現地的管理・監視
◆コンピュータ記録と紙台帳との記録の突合せ

事務センター
（都道府県単位）

副センター長

（注）各部及び事務センターの下に、業務機能に応じて複数のグループを設置

４７事務センター　合計：３０５０人程度

９ブロック　　合計：７４０人程度
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 ③年金事務所（標準的な年金事務所）の内部組織

25人程度

合　計

副所長所長
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◆ 事業所指導、事業所調査
◆ 未適用事業所の職権適用

◆ 厚生年金保険料の納付督励
◆ 滞納保険料に対する滞納処分

◆ 所得に応じた収納対策
◆ 未納保険料の強制徴収
◆ 市町村等との連携

◆ 年金記録問題対応の事実調査確認等

◆ 来訪相談
◆ 出張相談

３１２年金事務所 　合計：７４３０人程度
※　「年金記録課」の課長については、副所長が兼務する。

厚生年金適用調査課

厚生年金徴収課

国民年金課

年金記録課

お客様相談室

※お客様の声責任者


